
 

第４ 章 技術管理 

 

 

１  公共調達ス キルアッ ププロ グラ ム 

 

（ １ ） 概 要 

近年、建設工事は施工技術・ 情報技術等が著し く 進展する 一方で、少子高齢化やアウ ト

ソ ーシングの拡大によ り 、 若手技術者への技術・ ノ ウ ハウ の継承など が課題と なってい

る 。こ のこ と は、土木行政を担う 県技術職員においても 同様であり 、公共工事の品質を確

保する ため、 積算、 監督、 検査・ 評定、 技術審査など の発注関係事務を適切に実施でき る

技術力の確保はも と よ り 、 県民に対する 説明責任や県土景観に対する 意識付けなど 、 多

面的な資質向上が求めら れている 。  

ま た、 平成19年度にま と めら れた「 山形県公共調達改善委員会」 の報告書において、 企

業評価を的確に行う ためには、 コ ン プラ イ アン ス 面と 技術面の両面にわたっ た発注者側

のス キルアッ プが必要である と 提言さ れたこ と から 、 職員個々の業務執行能力を 向上さ

せる ため、 従来の研修体系の見直し を図り 「 公共調達ス キルアッ ププロ グラ ム」 を、 平成

21年度から 実施し ている 。  

    

（ ２ ） 「 公共調達ス キルアッ ププロ グラ ム」 の構成 

  

 

 

 

 

 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公共調達ス キルアッ ププロ グラ ム  

必須研修 

共通研修 

育成研修 

派遣研修 

業務遂行上必須と なる 基礎的知識の習得 

高度な専門能力の修得及び自己研鑽意識

の醸成 

各分野の職務に密接な専門知識の習得 

業務遂行上の基礎的知識の習得 

Ｏ  Ｊ  Ｔ  

プロ グラ ムの２ 本柱 

研  修 

職場コ ミ ュ ニケーショ ンの確保、 技術の伝承 

（  区 分 ）  （  研修の目的 ）  

専門研修 

国土交通大学校、 全国建設研修センタ ー
等へ派遣を行い、 集中的に専門知識の強
化を図る  
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（ ３ ） 「 公共調達ス キルアッ ププロ グラ ム」 の実績 （ ※H19ま では､技術職員研修と し て執行）  

研 修 区 分 
参加人

数等 

H18 
～ 

H19 

ス

キ

ル

ア

ッ

プ

プ

ロ

グ

ラ

ム

へ

移

行 

H20 
～ 

H26 

H27 
～ 

H30 
R1 R2 R3 R4 R5 

必  須  研  修 

研修数 － － 30 9 7 7 8 8 

人数 － － 3,464 823 283 329 525 836 

共  通  研  修 

研修数  33 23 6 4 4 6 6 

人数 443 4,547 1,319 271 74 309 395 292 

育  成  研  修 

研修数 － － 15 4 3 2 4 4 

人数 － － 816 158 67 64 79 158 

専  門  研  修 

研修数  227 74 20 16 22 18 23 

人数 1,661 12,716 3,677 787 341 941 857 1,038 

階 層 別 研 修 

研修数 2 14 － － － － － － 

人数 17 487 － － － － － － 

現  場  研  修 

研修数 － 5 － － － － － － 

人数 － 155 － － － － － － 

派
遣
研
修 

国土交通大学校 人数 7 28 20 6 0 5 4 4 

建設研修センタ ー 人数 8 53 22 6 0 3 7 8 

東北地方整備局 人数 12 32 37 15 2 3 0 1 

土木人材育成協議会 人数 4 － 13 0 0 13 3 14 

その他 人数 7 18 5 3 2 0 0 0 

建設業務事例発表会 

(創意工夫事例発表会) 

発表数 21 63 41 11 7 8 8 10 

人数 310 785 679 192 176 272 305 148 

県・ 市町村技術職員研修
（ 現場研修）  

人数 － 73 79 35 0 0 0 0 

受 講 者 合 計 人数 2,465 18,894 10,140 2,262 945 1,919 2,183 2,499 

 注) 受講者には県土整備部以外の受講者も 含ま れている 。  

 ※ R2～R4年度、 コ ロ ナ禍のため、 形式を変更（ 中止、 書面開催、 規模縮小、 web） し た研修あり 。  

 

２  積算基準関係 

 

（ １ ） 積算基準 

①標準歩掛 

工事と 業務委託の積算基準及び標準歩掛については、 関係各省庁の積算関係基準等

をも と に、 毎年改定、 制定し 、 工事費等積算の適正化を図っている 。  

②施工合理化調査・ 施工形態動向調査 

適正な歩掛作成資料を得る ため、国土交通省を中心に全国各県が協力し て、昭和50年

から 原則毎年調査を実施し ている 。  
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（ ２ ） 労務単価 

建設労働者の賃金の正確な支払い実態を把握する ため、 毎年10月に２ 省( 国土交通省、

農林水産省) 共同で、 ｢公共事業労務費調査｣を実施し 、 調査時点から 決定時点ま でに生じ

る 賃金水準の変動を考慮し て公共工事設計労務単価が決定さ れている 。  

こ の調査には各県も 協力し て昭和45年から 実施し ている 。 令和５ 年度は10月調査を 実

施し 、 県内136件の県発注工事( 県土整備部・ 農林水産部) について実態調査を行った。  

 

主要12職種における 労務単価の推移 

年度 H30 H31 R2 R3 R4 R5 R6 

12職種単純平均(円) 20,167 20,983 21,642 21,817 22,900 23,967 25,200 

※12職種･････特殊作業員、 普通作業員、 軽作業員、 と び工、 鉄筋工、 特殊運転手、 一般運転手、 型枠工、         

大工、 左官、 交通誘導警備員Ａ 、 交通誘導警備員Ｂ  

 

（ ３ ） 資材単価、 市場単価等 

適正な予定価格の設定に必要な積算を実施する には、 よ り 実勢価格に見合っ た設計単

価の設定が必要である ため、 年４ 回の定期改定を行う と と も に、 物価変動が大き い場合

は柔軟に対応する こ と と し ている 。  

４ 月及び10月の定期改定時には、 県土整備部、 農林水産部の共同委託で事前に実態を

調査し 、 市場価格を把握し ながら 、 その調査結果及び市販さ れている 物価資料を 基本に

し て、 適正な設計単価の設定に努めている 。  

    ９ 月調査････当該年度10月改定の単価改定資料 

    ２ 月調査････次年度４ 月改定の単価決定資料 

 資材価格の高騰への対策と し て、令和５ 年４ 月以降当面の間、物価資料掲載単価につい

ては前月と 比較し て価格変動があれば、 毎月改定を行う こ と と し ている 。  

 

（ ４ ） 機械損料 

国土交通省総合政策局公共事業企画調整課が制定し ている 機械損料に基づいて設定し

ている 。 ２ 年ごと に全面改定さ れる 。  

 

３  公共工事コ ス ト 縮減に関する 取組み 

 

厳し い財政状況のも と 、 限ら れた財源を 有効に活用し 、 効率的な公共事業の執行によ る

社会資本の整備を着実に進める ため、新技術・ 新工法の採用など創意・ 工夫を図り 、公共事

業のコ ス ト 縮減を推進する ため、 以下の取組みを行っている 。  

   平成９ 年11月 『 山形県公共工事コ ス ト 縮減行動計画』  

 平成11年度のコ ス ト 縮減率の目標値等を設定 

   平成14年３ 月 『 山形県公共工事コ ス ト 縮減行動計画（ 第２ 次） 』  

 平成15年度のコ ス ト 縮減率の目標値等を設定 

   平成17年３ 月 『 山形県公共工事コ ス ト 縮減行動計画（ 第３ 次） 』  

 従来の工事コ ス ト 縮減に、事業便益の早期発現、将来の維持管理費の縮減を加え、

総合コ ス ト 縮減率と し て平成20年度の目標値を設定 

   平成22年３ 月 『 山形県公共工事コ ス ト 縮減・ 品質向上プロ グラ ム』  

 従来のコ ス ト 縮減を 重視し た取組みから 、 コ ス ト と 品質の両面を 重視し た取組

26



 

みへの転換を図り 、 総合的なコ ス ト 構造の改善を推進する 。  

   平成27年３ 月 『 山形県公共工事コ ス ト 構造改善取組指針』  

従来のコ ス ト 構造改善の観点を 維持し つつ、 時限的な取組みでなく 継続的なコ

ス ト 構造改善の取組みを実施する ための指針を策定 

 

４  建設リ サイ ク ルに関する 取組み 

 

建設工事に伴い発生する 建設廃棄物や建設発生土など の建設副産物のリ サイ ク ルを 着実

に実施する ため、 以下の取組みを行っている 。  

ま た、 平成14年５ 月から 、 建設リ サイ ク ル法が全面施行さ れ、 一定規模以上の建設工事

について分別解体及び再資源化等が義務付けら れている 。  

令和２ 年度は全ての対象品目において、 『 山形県建設リ サイ ク ル推進計画'16』 令和２ 年

度目標値を達成し ており 、 今後は『 建設リ サイ ク ル推進計画2020（ 国土交通省） 』 で定め

る 東北地方における 達成基準に準じ て建設リ サイ ク ルに取り 組んでいく 。  

   平成６ 年10月 『 リ サイ ク ルプラ ンYAMAGATA』  

 平成12年度のリ サイ ク ル目標値等を設定 

平成11年４ 月 『 山形県建設副産物情報管理シス テム』  

 県機関における 建設副産物の情報交換 

   平成12年４ 月 『 山形県建設リ サイ ク ル推進計画』  

     平成17年度のリ サイ ク ル目標値等を設定 

   平成12年10月 『 山形県建設副産物ホームページ』  

     建設副産物情報を県以外の機関と 共有 

   平成14年４ 月 『 山形県建設リ サイ ク ル指針』  

     建設リ サイ ク ル法を受け、 建設工事に係る 資材の有効な利用の確保及び廃棄物 

     の適正な処理を図る ため、 関係者の役割及び目標値等を設定 

平成18年10月 『 山形県建設リ サイ ク ル推進計画’06』  

     平成22年度のリ サイ ク ル目標値等を設定 

   平成19年２ 月 『 山形県建設リ サイ ク ル指針』 改正 

     目標年度（ 平成17年度） を経過し たこ と に伴う 改正 

平成24年２ 月 『 山形県建設リ サイ ク ル推進計画’11』  

     平成27年度のリ サイ ク ル目標値等を設定 

平成24年２ 月 『 山形県建設リ サイ ク ル指針』 改正 

     目標年度（ 平成22年度） を経過し たこ と に伴う 改正 

平成29年２ 月 『 山形県建設リ サイ ク ル推進計画’16』  

     令和２ 年度のリ サイ ク ル目標値等を設定 

平成29年２ 月 『 山形県建設リ サイ ク ル指針』 改正 

     目標年度（ 平成27年度） を経過し たこ と に伴う 改正 

令和２ 年９ 月 『 建設リ サイ ク ル推進計画2020（ 国土交通省） 』  

     令和６ 年度のリ サイ ク ル目標値等を設定 
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   令和４ 年度の実績及び『 山形県ﾘｻｲｸﾙ推進計画’16』 『 建設ﾘｻｲｸﾙ推進計画2020』 の目標値 

対象品目 R4実績 
山形県ﾘｻｲｸﾙ推進計画’16 

R2目標値 

建設ﾘｻｲｸﾙ推進計画2020 

2024達成基準 

建設廃棄物 99.42％ 99％ 98％以上 

 ｱｽﾌｧﾙﾄ・ ｺﾝｸﾘ ﾄー塊 100.00％ 99％以上 99％以上 

ｺﾝｸﾘ ﾄー塊 99.99％ 99％以上 99％以上 

建設発生木材 97.18％ 97％ 97％以上 

建設汚泥 64.16％ 99％以上 90％以上 

建設混合廃棄物 0.7％ 

77.62.％ 

排出率0.3％以下 

再資源化縮減率60％以上 

排出率 3.0％以下 

建設発生土 97.77％ 80％以上 80％以上 

 

５  県産技術の活用・ 支援 

 

建設工事に関する新技術（新工法、新製品）の開拓に取り組む地元企業を支援し、地域経済の

活性化を図るため、平成17年12月より、『 建設やま がた県産技術活用支援事業』 と し て以下の

取組みを行っている 。ただし 、 平成27年度から は、 事業の在り 方等を検討する ため、新規登

録技術の募集はし ていない。  

① 県内の企業が開発し た建設工事に関する 新技術を募集し 、 審査を通過し たも の、 及

び、 審査を 通過し なく ても 社会資本整備に大き く 貢献でき る と 判断さ れたも のについ

て、 ホームページにて紹介し ている 。  

  平成19年度から は、「 登録技術プレ ゼンテーショ ン」 を開催し 、 企業が県・ 市町村職

員に対し 、 技術Ｐ Ｒ する 場を提供し ている 。  

② 審査を通過し た新技術のう ち、施工実績が少ないも のについて、試行工事を行い、現

場見学会を開催し ている 。  

 

登録技術 

登録年度 技  術  名  称 開 発 企 業 

H17 

泥土リ サイ ク ル技術 ボンテラ ン工法 ㈱森環境技術研究所 

ボンテラ ン土を 用いた伐採材再利用基盤材 ㈱森環境技術研究所 

土砂排除機能付魚道設計技法 ㈱庄内測量設計舎 

土嚢製造機『 ど のう く ん』  プッ シュ 建設㈱ 

H18 

光触媒焼付塗装パネル「 ビュ ーク リ ーン」  ㈱山形メ タ ル 

浸透系保護材コ ンク リ ート 補修工法専用管理テス タ ー ㈱ディ バイ テッ ク  

バンブー舗装 ㈱殖産工務所 

H19 
砕石微粉末粒状安定処理材「 リ テラ イ ト 」  東北砕石㈱ 

広角プリ ズム型反射式案内標識 山形ス リ ーエム㈱ 

H20 
路上工事用標示板(工事看板)向け  カ プセルプリ ズム 型

高輝度再帰性反射シート  
山形ス リ ーエム㈱ 

H21 
全天候型溶融式路面標示材 

(All W eather Thermo) 
山形ス リ ーエム㈱ 

H22 繊維質流動化処理土「 Ｐ Ｂ ソ イ ル」  ㈱森環境技術研究所 
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H23 耐食･防食を施し たダク タ イ ル鋳鉄製組立枠工法 渡辺塗料産業㈱ 

H24 Ｆ Ｒ Ｃ （ ﾌﾗｲｱｯｼｭ・ ﾘｻｲｸﾙ・ ｺﾝｸﾘ ﾄー） 砕石 酒井鈴木工業㈱ 

H26 ジオダブルサンド 工法 ㈱茜谷 

計 15 件 

 

 

６  工事の監督・ 評定及び委託の監督・ 検査・ 評定 

 

『 公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する 法律（ 平成13年４ 月） 』 に基づき 、建

設工事及び委託業務の監督・評定の適正化・透明化を図るため、以下の要領を定め、 Ｈ Ｐ にて

公表を行っている 。 ま た、 成績評定点については平成21年10月27日から 「 電子閲覧シス テ

ム」 にて公表を行っている 。  

ま た、 評定結果については、 企業の技術力を示す指標と し て捉え、 入札制度や表彰制度

において様々な活用を行っている 。  

平成15年４ 月１ 日 『 山形県建設工事監督要領、 同重点監督実施要領』  

『 山形県建設工事成績評定要領』  

   平成16年４ 月１ 日 『 山形県委託業務等監督要領』  

『 山形県委託業務等検査要領』  

            『 山形県委託業務等成績評定要領』  

 

７  多様な入札に関する 取組み 

 

公共工事等の品質確保の促進を図る ため、 技術力を評価する 「 多様な入札」 と し て、 以下

の取組みを行っている 。  

 

（ １ ） 総合評価落札方式 

価格の他に、価格以外の技術的な要素を評価の対象に加え、品質や施工方法等を総合

的に評価し 、 技術と 価格の両面から 最も 優れたも のを も っ て申込みし た者を 落札者と

する 方式。  

①取組み経緯 

平成16年度に工事で試行を開始。 平成20年度に「 運用ガイ ド ラ イ ン」 を策定し 、 平

成21年４ 月よ り 本格実施し た。  

平成24年度から 土木関係建設コ ンサルタ ント 業務委託について「 ガイ ド ラ イ ン（ 試

行版） 」 を策定し 、 試行を開始。 平成28年７ 月よ り 業務委託全般で本格実施し た。  

②平成27年度以降の対象工事 

平成 27 年度以降は、 対象工事４ 千万円以上の一般競争入札の全面実施及び１ 千万

円以上４ 千万円未満の半数実施を目標に実施し 、令和３ 年度以降は、対象工事３ 千万

円以上の一般競争入札の全面実施及び１ 千万円以上３ 千万円未満の半数実施を 目標

に実施し ている 。  
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令和５ 年度実施件数 

 標準型 簡易Ⅰ型 簡易Ⅱ型 計 

予定

価格 

１ 億円以上 1 1 112 114 

３ 千万円以上１ 億円未満 0 0 195 195 

３ 千万円未満 0 0 50 50 

合 計 1 1 357 359 

 

（ ２ ） 契約後Ｖ Ｅ 方式 

目的物の機能を低下さ せずにコ ス ト を縮減する 、 ま たは同等のコ ス ト で機能を向

上さ せる ため、 民間も 含めた技術力を活用し よ う と する 方式。 （ 平成12年度よ り 実

施）  

 

（ ３ ） プロ ポーザル方式 

具体的な実施方針、実施体制、技術者の経験や実績によ り 特定する ためよ り 質の高

い成果が得ら れる こ と を可能にする 方式。 （ 平成15年度よ り 実施）  

 

（ ４ ） 県内業者優先指名競争入札方式 

    土木関係建設コ ンサルタ ント 業務及び地質調査業務において、 こ れま で県外業者 

が指名さ れてき た業務のう ち、 指名選定の特性評価で指名業者の絞り 込みを行う 際 

に県内業者が含ま れる 業務を対象と し て、 優先的に県内業者を指名する と いう 方式 

を試行実施し ている 。（ 平成24年度よ り 実施）  

 

（ ５ ） 共同設計方式 

調査設計業務等において、よ り 品質に優れた業務を実現する と と も に、地域の技術

水準の向上に資する ため、 地域の特性等に精通する 地域の企業と 専門的な技術を 有

する 企業が共同で調査・ 設計を行う 方式。 （ 平成21年度よ り 実施）  

 

８  Ｃ Ａ Ｌ Ｓ ／Ｅ Ｃ （ 公共事業支援統合情報シス テム） に関する 取組み 

 

 Ｃ Ａ Ｌ Ｓ ／Ｅ Ｃ
キ ャ ル ス イ ー シ ー

と は、 公共事業の執行上、 従来、 紙で交換さ れている 情報を電子化し 、

通信ネッ ト ワ ーク 等Ｉ Ｔ 技術の活用によ り 、関連情報を連携し て利用でき る 環境を構築し 、

公共施設の維持管理ま でを 含めた、 業務プロ セス 全体の改善と 合理化を図っ ていく こ と を

目的と する 取組みである 。  

本県では、 国土交通省の基本構想や地方展開アク ショ ンプロ グラ ムを受け、 平成14年度

に、 県における 基本指針と し て「 山形県Ｃ Ａ Ｌ Ｓ ／Ｅ Ｃ 整備基本計画」 を策定する と と も

に、 平成15年度にＣ Ａ Ｌ Ｓ ／Ｅ Ｃ 導入推進のため「 山形県Ｃ Ａ Ｌ Ｓ ／Ｅ Ｃ 推進協議会」 を

組織し 、 受発注者双方が取り 組むアク ショ ンプロ グラ ムと し て「 山形県Ｃ Ａ Ｌ Ｓ ／Ｅ Ｃ 実

施計画」 を策定し 、 主に以下の取組みを段階的に推進し ている 。  

 

（ １ ） 電子入札 

公共事業の入札を 、 イ ン タ ーネッ ト を 利用し て行う も のであ り 、 入札手続き の透明   

性の向上、 事務の効率化、 コ ス ト 縮減及び入札参加者の増加によ る 競争性向上を 目的   

30



 

と する 取組みである 。  

 

①電子入札シス テムの開発経緯 

平成13年度 開発検討業務を( 財) 日本建設情報総合センタ ーに委託。  

平成14年度 試行用シス テムの整備を開始。  

平成15年度 電子入札の試行運用を開始。 最初の電子入札を１ １ 月に実施。  

平成16年度 本稼動用シス テム開発を開始。 電子入札の試行運用を継続。  

平成17年度 本稼動用シス テム開発を継続。 電子入札の試行運用を拡大。  

平成18年度 ４ 月から 本格運用を開始。  

平成19年度 シス テムの一部改修（ 入札参加資格の事後審査方式、質問回答機能に対

応）  

発注者側の電子認証局を東北イ ンフ ォ メ ーショ ン・ シス テム ズ（ 株）

から LGPKI （ 地方公共団体組織認証基盤） に変更。  

平成20年度 シス テムの一部改修（ 発注者側の電子認証局（ LGPKI ） の整理統合に伴

い地域認証局から 組織認証局へ変更）  

平成21年度 シス テム の一部改修（ 電子閲覧シス テム運用開始に伴う シス テム 連携

に係る 改修）  

平成22年度 シス テム再構築に係る 基本設計業務委託の実施 

平成23年度 シス テム再構築に係る 開発運用業務委託の実施 

平成24年度 現シス テム稼働開始( 平成24年12月～)  

 

②電子入札実施件数（ 工事・ コ ンサルタ ント 等）               単位： 件 

年 度 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 

県土整備部 2,156 1,863 1,777 1,543 1,531 1,786 1,737 1,634 1,660 1,418 

農林水産部 558 539 588 636 571 596 611 541 525 513 

その他 195 178 171 146 148 169 132 155 182 143 

合 計 2,909 2,580 2,536 2,325 2,250 2,551 2,480 2,330 2,367 2,074 

 

③電子入札シス テムの運用時間 

・ 受注者 8: 30～20: 00 

・ 発注者 8: 30～21: 00 

 

④電子入札の対象 

入札区分 一般競争入札 
指  名 

競争入札 
随意契約 

建設工事 ○ ○ △ 

建設工事に係る 調査・ 測量・  

設計・ コ ンサルタ ント 業務 
○ ○ △ 

一般業務委託（ 除雪・ 維持修繕）  △ △ △ 

   （ 凡例）  ○:電子入札が原則 △:電子入札ができ る  ×:シス テムでの対応不可 

 

⑤電子入札ヘルプデス ク  

・ シス テム操作等に関し て、受注者及び発注者から の問合せを、電話・ メ ールで受付。  
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・ 受付時間 9: 00～12: 00及び13: 00～17: 30 

 

⑥ヘルプデス ク 受付件数                         単位： 件 

年 度 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 

件 数 970 836 776 617 556 724 770 499 393 353 

 

⑦山形県ホームページの活用 

・ 山形県電子入札案内ページ（ 電子入札の受注者向け総合案内）  

・ URL： ht t p: //www. pr ef . yamagat a. j p/sr/dbkk2/i ndex. html  

⑧電子入札説明会の実施 

・ 発注者及び受注者向けの説明会を実施 

 

（ ２ ） 設計図書の電子閲覧 

設計図書の閲覧を、入札参加者が発注機関を訪れる こ と なく 、イ ンタ ーネッ ト を利用

し て行う も のであり 、入札手続き の透明性の向上、事務の効率化、コ ス ト 縮減及び入札

参加者の増加によ る 競争性向上を目的と する 取組みである 。  

電子閲覧のためには、閲覧に供する 工事発注図面の電子化への対応と し て、測量・ 設

計段階から の図面電子化( CAD化) が不可欠である こ と から 、 次項の電子納品の推進と 一

体と なった取組みが必要と なる 。  

①取組み状況 

    平成20年度よ り 電子閲覧シス テム基本設計、 詳細設計及び開発に着手、 平成21年10

月27日よ り シス テム運用開始。  

 

②電子閲覧実施件数                         単位： 件 

年 度 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 

県土整備部 2,366 2,041 1,919 1,707 1,825 1,932 1,865 1,747 1,712 1,457 

農林水産部 622 630 622 635 529 572 676 603 508 514 

その他 184 171 182 272 254 326 165 174 285 219 

合 計 3,172 2,842 2,723 2,614 2,608 2,830 2,706 2,524 2,505 2,190 

 

（ ３ ） 電子納品 

従来、 紙ベース で納品さ れている 調査・ 測量・ 設計、 工事の業務成果品、 建設工事に

おける 工事写真や工事完成図等を 電子データ で納品し ても ら う も のであり 、 省ス ペー

ス ・ 省資源化、 コ ス ト 縮減、 業務の効率化等を目的と する 取組み。  

 

①取組み状況 

平成16年２ 月に「 山形県電子納品取扱要領」 を策定し 、平成16年４ 月よ り 試行を開始

し た。 その後、 運用課題を踏ま えた要領の改訂や、 平成19年４ 月には、 運用上の取扱い

を定めた「 山形県電子納品運用マニュ アル」 を策定する 等、 課題への対応を 図り なが

ら 、 段階的に試行の拡大を行い、 平成22年４ 月から 本格運用へ移行し た。  

ま た、 令和元年度から は、 原則と し て、 建設工事及び建設工事に係る 測量・ 設計・ コ

ンサルタ ント 業務の全ての成果品を対象と し て運用を行っている 。  
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②電子納品実施件数                              単位： 件 

年 度 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 

工 事 791 633 762  630  559 674 664 365 303 282 

業務委託 438 386 434 290 242 392 316 187 152 114 

合 計 1,229 1,019 1,196 920 801 1,066 980 552 455 396 

 

（ ４ ） 情報共有 

公共事業の調査・ 計画、設計、施工及び維持管理と いった各業務プロ セス で発生する

書類、図面、写真等の各種情報を電子化し 、イ ンタ ーネッ ト 経由で関係者間及び事業プ

ロ セス 間で効率的に情報の交換・ 共有を行う こ と を目的と する 取組み。  

 

①取組み状況 

各種サービ ス プロ バイ ダが提供する Ａ Ｓ Ｐ 型情報共有シス テムを 利用する こ と と し 、

平成29年度よ り 当初設計金額２ 千万円以上の建設工事（ 営繕工事を除く ） を 対象と し

て試行を開始し た。  

その後、令和２ 年４ 月に「 山形県県土整備部における 工事情報共有シス テムの利用要

領」 を策定し 、 本格運用へ移行する と と も に、 利用対象を全ての建設工事（ 営繕工事を

除く ） に拡大し た。  

ま た、令和３ 年２ 月には「 山形県県土整備部における 情報共有シス テムの利用要領」

に改定し 、 利用対象に建設工事に係る 測量・ 地質調査・ 設計等業務を追加し た。  

 

②情報共有シス テム利用件数 

年 度 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 

件 数 46 128 359 656 865 846 752 

                              

（ ５ ） 山形県ホームページの活用 

山形県公共事業入札情報（ 発注見通し 、 入札公告、 入札結果等の公表）  

URL:  ht t ps: //ppi . cal s. pr ef . yamagat a. j p/PPI /publ i c_ por t al . html  
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９ 　 公益財団法人山形県建設技術セン タ ー

○　 設　 　 　 立　 ： 　 昭和54年4月1日  （ 平成25年4月1日公益財団法人へ移行） 　 　 　 　 　 　

○　 出　 資　 金　 ： 　 72, 940千円　 （ 山形県　 41, 470千円　 　 市町村　 31, 470千円）

（ １ ） 　 組織概要（ Ｒ ６ ． ４ ． １ 現在）

（ ２ ） 　 職 員 数

4 3 6 18 12 2 14 59 14 73

（ ３ ） 　 事業内容

ア　 公益目的事業

　 　 ・ 建設技術者の技術力向上及び発注者等への技術支援

　 　 ・ 流域下水道施設の維持管理支援

イ 　 収益事業

　 　 ・ 積算・ 工事監理等発注者支援

　 建設技術センタ ーは、 建設技術の向上と 建設事業の効率的な推進を支援する と と も に、 下水道事業に係る 維持管理の
支援等を行う こ と によ り 、 良質な社会資本の整備並びに生活環境の向上及び公共用水域の水質保全に寄与し 、 広く 県民
の福祉の増進を図る こ と を目的と する 。

評議員
総  務  課

総務企画部

企画研修課

専 務 理 事

道路計画課

業務改革推進課

理事長 常 務 理 事 業　 務　 部

河川砂防課理  事

庄内事務所

臨時職員

建　 築　 課監  事

地域支援課

社会資本ﾒﾝﾃﾅﾝｽ課

庶　 務　 課

下水道事業所

合   計

維持管理課

一   般 小計部　 長 次　 長 課長等 補佐等 技術主査等 主査等

理事会

評議員会
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